（様式３）
誓　　約　　書

　　　令和７年　　月　　日

松江市長　　あて
申　込　者
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印

「原子力災害の発生に備えた普及啓発動画作製業務委託」公募型プロポーザルへの参加に当たり、下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。
後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合、もしくは応募受付後、審査・選定までの間に誓約した内容に違反した場合は、無効又は失格とされても異議を申し立てません。

記
（１）令和７・８・９年度松江市競争入札参加資格（物品、業種：「企画・製作」、種目：「映画・ビデオ製作」あるいは「その他」）を有していること。
（２）松江市による指名停止を受けていないこと。
（３）民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく再生手続き開始の申し立てをした者にあっては再生計画の認可がされていない者、または会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく更生手続き開始の申し立てを行った者にあっては更生計画の認可がなされていない者でないこと。
（４）地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167 条の4第1項の規定に該当しないこと。
（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団又は第2条第6号に規定する暴力団員が経営に関与していないこと。
（６）所得税又は法人税、法人市民税、固定資産税、法人事業税、消費税及び地方消費税のほか、義務付けられている租税公課を滞納していないこと。
（７）本件業務の遂行にあたり、専門技術者を確保している等の十分な業務遂行能力を有し、適切な執行体制を有していること。
（８）概ね過去５年以内に、本件業務の内容と同種の業務又は類似の業務（自治体の事業のPR動画、広報動画、説明動画等）を受注した実績を有していること。
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